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1.  生活道路対策がなぜ重要か
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生活道路の現状と交通事故の実態

• 交通事故全体は減少しているものの、生活道路の減少率は幹線道路に比べて低い

• 死者の約半数が自宅から500m以内で発生

• 小学生や高齢者の被害が顕著

国土交通省ウェブサイト, 道路交通安全対策 1.交通事故の状況
https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/sesaku/jiko_anzentaisaku.html

道路種別の交通事故件数の推移
自宅からの距離別死者数

（歩行中・自転車乗用中）
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日本におけるこどもの通学の特徴

西日本新聞：2023年6月7日, https://www.nishinippon.co.jp/image/417890/

岡崎市立恵田小学校ホームページ, 
https://cms.oklab.ed.jp/el/eta/index.cfm/1,120,23,146,html
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「ジェンダー」の視点から生活道路の安全性が注目

• 交通計画にジェンダー視点を組み込む潮流

歩行空間や照明改善による女性の移動の

安全性の向上

オーストリア・ウィーン市

除雪の順番を歩道・自転車道を車道より

優先するよう変更

スウェーデン・カールスクーガ市

スウェーデン地方自治体・ランスティング地域協会（SKL）：Vitt på svart
OM KOMMUNAL VINTERVÄGHÅLLNING（白地に黒 自治体の冬季
道路維持管理について）, 2014

ウィーン市： Gender Mainstreaming in Urban Planning and Urban Development, 
2025, Fair Shared City- Vienna ́s gender sensitiveplanning approach

ジェンダーとは、生物学的ではなく、社会的・

文化的に形成された性差のこと
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生活行動特性にみられる性差

• 女性はトリップ・チェーニングが多くみられる

従来の交通計画は『通勤ピーク時の効率化』を重視して作られた結果、必然的にフ

ルタイムで直行直帰する（当時の）男性の行動パターンに最適化されてしまい、ケア

労働を伴う複雑な移動が見落とされてきた

画像提供：Gemini（AI生成）
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本発表の目的

• 内閣府のSIPにおけるコンソーシアムの取組（一部）について報告

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第3期
Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program

課題： スマートモビリティプラットフォームの構築

サブ課題Ⅱ： 誰もが安全・快適で楽しいみち・まち

研究開発テーマ： 都市内街路交通をリ・デザインするための技
術・政策パッケージの開発

名古屋大学・福岡大学・京都大学
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2. 近年の交通安全対策の動向と現場が直面している課題
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近年の交通安全対策の動向と課題

• 第12次交通安全基本計画において、国は目標値を更新するとともに、「ゾーン30

プラス」の推進や法定速度の引き下げの推進を明記

• 限られた資源で最大の効果を上げるため、「データ活用」を推進

新たな交通安全目標

高い目標設定

2030年までに24時間死者

数を1,900人以下

歩行者・自転車（特にこど

も・高齢者）の安全確保を最

重点課題として位置づけ

生活道路における制度・イ

ンフラ対策の強化

「ゾーン30プラス」の整備推進

最高速度30km/h規制と、
物理的デバイスを組み合わせ

た面的対策を推進

生活道路の法定速度引き下げ

（令和8年9月施行）

生活道路における法定速度を

30km/hへ引き下げ

アプローチの転換：データ

活用の推進

客観的根拠に基づく対策

交通事故データやETC2.0

データ等客観的なデータに基

づくアプローチ

効果的かつ効率的な取組の推

進

しかし・・・

全国規模でのデータ活用は

道半ば

しかし・・・

死者数の減少度合いは直近

で停滞 ソフト＋ハード対策の推進
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地区の課題を知る

対策案を考える

対策を実施する

対策を始める

課題の解決を確認
する

小さな道における
安全対策の例
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地方自治体が直面する課題

• 対策を持続的に推進するための人的資源や、合意形成などのノウハウが不足

• データ活用のための環境に加え、データに基づいた意思決定のノウハウが不足

客観的データ等を活用した

現状把握の方法の確立

危険要因や地域特性に応じた

適切な対策手法の選定

円滑な合意形成に向けた

関係者・住民とのコミュニ

ケーション手法の構築

客観的評価に基づく対策

優先度判断の仕組みづくり

地域から膨大な要望（年数千件）が届くが、
それらの「緊急性」を客観的に判断する基
準が不足している（中核市）

事故が少ない箇所では精度の高いリスク
分析が困難（中核市）

物理デバイス設置に対し、騒音や利便性低
下を理由とした住民反対があり、合意形成
に多大な時間を要する（政令市、中核市）

住民への分かりやすい説明に苦労している。
生活道路対策によって幹線道路へ影響が
あると反対される（政令市、中核市、町村）

対策地区の優先順位付けが難しい（町村）

プローブデータの活用は手配自体に苦労す
る（政令市）
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3. 「小さな道の大改革」を実現する！SIP社会実装に向けたアプローチ
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

出典： SIP第3期成果報告書（研究開発テーマ：都市内小道路をリ・デザインするための技術・政策パッケージの開発, 2025.4） 図3-4に一部加筆
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、 「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

（１） 理論・データに基づく環境構築

自治体職員がデータを見られる、分析できるツールを構築

交通課題可視化ツール
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、 「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

（１） 理論・データに基づく環境構築

生活道路エリア内の対策が周辺幹線道路に及ぼす影響を把握

対策効果シミュレーター

規制なし 住宅エリア（広域）
進入禁止ケース
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、 「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

（１） 理論・データに基づく環境構築

外周街路と小さな道の分別による既存街路網再編の方法論展開
数理モデルによる階層の自動配置

幹線街路：自動車が主役

集散街路：公共交通が主役

歩行優先街路：歩行者が主役

街路網構成計画論
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、 「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

（２） 実現方策の検討と政策パッケージ化

開発ツール・理論を現場で使えるようノウハウを体系化

施策推進に必要な手法・ポイントをパッケージ化

社会的受容性・協働性の獲得とルール作り

開発ツール類
地方自治体

職員
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SIPにおける政策パッケージの全体像

• 地方自治体が自ら交通安全対策を実施できる共通基盤として、 「理論・データに基

づく環境構築」「政策パッケージ化」「推進施策の支援」の3本柱で研究開発を推進

（３） 推進施策の提案

制度・ルール等（ビジネス慣習を含）に関する課題のボトルネッ
クの検討

ターゲットとする課題を定め、改良・改善へ向けた対応方法
（案）を提言

制度・ルール等の提案
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政策パッケージガイド（仮称）の構築

• 開発したツール類をユーザーが政策の実現に生かせるよう政策パッケージガイドを
作成

画像提供：Gemini（AI生成）
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ガイドの特徴

• ガイドは、地方自治体および地域の交通安全対策に直接関わる方々を対象

としている

ガイドの特徴

① ツール活用型ガイド

② データの読み取り方を具体的に提示

③ 合意形成・制度対応まで網羅

④ 初心者でも使いやすいよう工夫
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ガイドの章立て

• 対策プロセスごとの「データの読み取り方」や「合意形成のノウハウ」を体系化

INDEX

事前準備0000

方針・エリアの設定0101

現状診断0202

施策検討・立案0303

協議・合意0404

施策実施0505

効果検証0606

対策の改善・充実0707

交通課題可視化ツール

街路網構成計画論

交通課題可視化ツール

対策効果シミュレーター

交通課題可視化ツール

交通課題可視化ツール

いつ、どのツール類を

どんな風に使うか

対策プロセス

に沿った構成
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開発ツールの活用例（交通課題可視化ツール）

• 膨大な要望に対し、勘や経験だけではなく「客観的なデータ」で優先順位をつけるた

め、交通事故や急減速、通学路、道路幅員などを地図上に重ね合わせ、潜在的な危

険箇所を直感的に可視化

アウトプット事例
（事故4年分＋急減速＋通学路＋小学校区）

ツールの画面
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開発ツールの活用例（交通課題可視化ツール）

• 膨大な要望に対し、勘や経験だけではなく「客観的なデータ」で優先順位をつけるた

め、交通事故や急減速、通学路、道路幅員などを地図上に重ね合わせ、潜在的な危

険箇所を直感的に可視化

アウトプット事例
（事故4年分＋急減速＋通学路＋小学校区）

ツールの画面
通学路で事故が複数回おき

ており、急減速が多い箇所

が存在

※可視化の方法について今

後も検討を進める
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データの読み取り方（例）
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データの読み取り方（例）
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データの読み取り方（例）
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国内外先行事例集の展開

• ガイドを補完し、対策推進のヒントを提供するための事例を収集・整理

• 一部を「先行事例集」としてウェブ公開（JICEのウェブサイト）
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国内外先行事例集の展開

• 地方自治体の現場における「困りごと（何がしたいか）」を起点として、直感的に関連

する国内外の先行事例にアクセスできる

https://www.jice.or.jp/sip_redesign

□お困り事から事例を探す
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国内外先行事例集の展開
どこから対策したらよいか
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国内外先行事例集の展開
学校周辺の安全・安心を強化したい
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学校周辺の安全・安心と強化したい
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通過交通をなんとかしたい
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おわりに
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本取組みの意義

• 従前の取組をベースに、3つの改革で現場の負荷を低減し、予防保全型へ転換

• ツールの提供にとどまらず、全国の地方自治体の自立的な交通安全対策の社会実
装を目指す

道路ネットワークの改革

外周道路も含めた「機能的
階層化」の考え方を実際の
現場へ落とし込む

データ活用の改革

地方自治体が自らデータを
活用し、対策を推進できる
環境を構築

ヒヤリハット等も活用し、
「予防保全型（先回り）」
の対策へ転換

マネジメント手法の改革

ノウハウの体系化と情報技
術の活用により、リソース
制約下における地方自治体
の負荷を低減し、効果的な
施策を推進する仕組みを構
築

３つの改革をセットで提供

全国の地方自治体が「自立的」に社会実装できるパッケージを構築
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今後の展望

モデル地域での試行・対話を繰り返し、実効性の

ある支援ツールとして完成させるべくガイドをブ

ラッシュアップ

現場での
試行

事例集@JICEのHPの充実化

LLM（大規模言語モデル）の活用による検索機能の

実装
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https://www.jice.or.jp/sip_redesign

ご清聴ありがとうございました

本発表資料には、内閣府総合科学技術・イノベーション会議の下で推進する
「戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第３期／スマートモビリティプラットフォームの構築」
（研究推進法人：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）(NEDO管理番号：JPNP23023)の成果が含まれています。


